
令和元年度決算が令和2年7月31日に公表された。
以下、令和元年度決算の歳入のうち、税収の概要につ
いて紹介する。

1ポイント
令和元年度決算税収は58兆4,415億円であり、前

年度から▲1兆9,149億円減少した。消費税率引上げ
により消費税は増収したものの、所得税、法人税が減
少したことによる。
令和元年度補正後予算額（60兆1,800億円）との

比較では、法人税や消費税を中心に▲1兆7,385億円
下回った。新型コロナウイルス感染症の影響により企
業収益や消費・輸入が減少したことに伴うものと考え
られる。

2主要な税目
〈所得税〉※税収全体の約3割
所得税は19兆1,707億円である。前年度から▲

7,299億円減少し、補正後予算額を＋1,067億円上
回った。好調な雇用・所得環境を背景に給与税収は増
加したものの、前年度に生じた一時的な大口配当の剥
落の影響（対前年度比▲0.8兆円）により、前年度か
ら減少したものである。

【給与】〈源泉分・申告分〉
給与税収は11.9兆円である。前年度から＋0.2兆

円増加し、ほぼ補正後予算の見込み通りとなった。こ
の背景として、雇用者報酬が対前年度比＋1.8％の増
と7年連続で増加するなど、良好な雇用・所得環境が
継続していたことが考えられる。

【配当】〈源泉分〉
配当税収は4.9兆円である。前年度から▲0.2兆円

減少し、補正後予算額を＋0.2兆円上回った。前述の
とおり、前年度に生じた一時的な大口配当の剥落の影
響もあり、前年度から減少した。

【株式譲渡】〈源泉分・申告分〉
株式譲渡税収は0.7兆円である。前年度から▲0.1

兆円減少し、補正後予算額を＋0.1兆円上回った。

〈法人税〉※税収全体の約2割
法人税は10兆7,971億円である。前年度から▲1
兆5,209億円減少し、補正後予算額を▲9,179億円下
回った。3月期決算の上場企業（全産業約1,700社）
の経常利益は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り対前年度比▲19.9％の減少となっており、企業業
績の急速な悪化を背景に法人税収も減少した。

〈消費税〉※税収全体の約3割
消費税は18兆3,527億円である。前年度から＋
6,718億円増加し、補正後予算額を▲7,093億円下
回った。その構成を見ると、国内取引に係る収納（国
税庁分）が18.3兆円（対前年度比＋0.7兆円）、輸入
取引に係る収納（税関分）が5.4兆円（同＋0.2兆円）、
輸出等に係る還付が▲5.4兆円（同▲0.2兆円）で
あった。消費税率の引上げにより、前年度からは増収
となったものの、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、消費・輸入が減少したことに伴い、補正後予算
額における見込みを大きく下回った。
個人消費の動向を見ると、民間最終消費支出は対前
年度比▲0.1％の減であり、令和2年1月時点の政府
経済見通しにおける見通し＋1.2％を大幅に下回った。
同様に、財貨・サービスの輸入についても、対前年度
比▲6.1％の減となり、政府経済見通し時の▲4.0％
を大幅に下回っている。このように、年明け以降、新
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型コロナウイルス感染症の影響により、消費・輸入が
急速に悪化しており、消費税収についても、こうした
経済情勢の変化に影響を受けたものと考えられる。

〈その他〉
その他の税目は10.1兆円であり、前年度から▲0.3

兆円減少した。補正後予算額との比較でも▲0.2兆円
下回っている。主な税目ごとに見ると以下のとおりで
ある。
◇ �相続税は2兆3,005億円であり、前年度から▲329
億円減少した。補正後予算額を▲325億円下回っ
ている。

◇ �酒税は1兆2,473億円であり、前年度から▲278億
円減少した。ビールの課税数量が見込みを下回っ
たこと等により、補正後予算額に対して▲237億
円下回っている。

◇ �揮発油税は2兆2,808億円であり、前年度から▲
670億円減少した。課税数量が減少したことが主
な要因であり、補正後予算額からも▲222億円下
回った。

◇ �平成31年1月に導入された国際観光旅客税は444
億円であり、前年度から＋375億円増加した。令
和元年度より1年間分の税収が入るようになった
ため、前年度からは増加したものの、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で国際観光旅客数が見込み
を下回ったため、補正後予算額を▲56億円下回っ
た。

3おわりに
令和元年度決算税収は、全体としては58兆4,415

億円と前年度を下回った。決算額が前年比で減少した

のは、平成28年度以来のことである。特に、年明け
以降、全世界的に感染が拡大した新型コロナウイルス
感染症の影響により、我が国経済も急激に悪化し、令
和元年度の税収にも影響を及ぼした。足元では、新規
感染者数が再び増加するなど、その影響は長期間に及
ぶ可能性もある。引き続き、この感染症が我が国経
済、そして今年度以降の税収に与える影響を注視して
いく必要がある。

（参考1）令和元年度決算税収
（単位：兆円）

平成30年度 令和元年度

決算額 
（1）

補正後予算額 
（2）

決算額 
（3）

対30決算 
（（3）－（1））

対補正後予算 
（（3）－（2））

所得税 19.9 19.1 19.2 ▲0.7 ＋0.1
法人税 12.3 11.7 10.8 ▲1.5 ▲0.9
消費税 17.7 19.1 18.4 ＋0.7 ▲0.7
その他 10.5 10.3 10.1 ▲0.3 ▲0.2
一般会計分計 60.4 60.2 58.4 ▲1.9 ▲1.7
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（参考2）一般会計税収の推移
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所得税（右軸）
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一般会計税収計（左軸）

（参考3）雇用者報酬・給与税収の推移
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（参考4）配当金総額・配当税収の推移

17.3 18.1
21.2

26.4 24.2
28.3 31.0

6.7 8.0 9.1 9.9 11.4 12.9 14.1

2.0

2.6

3.8

4.5

3.7
4.2

5.0 4.9

2.0

3.0

4.0

5.0

10

20

30

40

50

60

平成24
（2012）

25
（2013）

26
（2014）

27
（2015）

28
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

令和元
（2019）

うち
上場企業

（兆円） （兆円）

（年度）

配当税収（右軸）

26.1～　税率（国・地方）引上げ（10％→20％）
（注）配当金総額は、左側は法人企業統計年報、右側は東証の決算短信集計（一部・二部・マザーズ・JASDAQ合計）
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（参考5）株価・株式売買金額・株式譲渡税収の推移
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（参考6）企業の経常利益・法人税収の推移
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（参考7）民間最終消費・消費税収の推移
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